
新旧対照表（実施体制：初動期）  

旧（第３回会議資料） 新（改定版） 

（２）所要の対応 

2-1.新型インフルエンザ等の発生の疑いを把握した場合の措置 

① 県は、国内外で新型インフルエンザ等の発生の疑いがあることを国が把握し、国から情報

提供を受けた場合、政府の初動対処方針が 決定されるまでの間において、必要に応じて県

連絡会議を設置する。 

（県危機管理部・保健医療部） 

 

② 県は、国内外で新型インフルエンザ等の発生の疑いがあることを国が把握し、関係省庁対

策会議又は新型インフルエンザ等対策閣僚会議が開催され、政府の初動対処方針が決定され

た場合等には、県警戒本部を設置する。 

（県危機管理部・保健医療部） 

 

2-2. 新型インフルエンザ等の発生が確認された場合の措置 

 

 

 

 

① 新型インフルエンザ等の発生が確認され、政府対策本部が設置された場合は、県は、直ち

に県対策本部を設置する。 

また、政府対策本部が設置されたときは、市町は、必要に応じて、対策本部を設置するこ

とを検討し、新型インフルエンザ等対策に係る措置の準備を進める。 

（県危機管理部・保健医療部、市町） 

 

② 県は、国の基本的対処方針を基本としつつ、有識者の意見を聴いた上で、適切な対策を決

定する。また、決定した対策について、総合調整した上で、県の対処方針を作成し、公表す

る。 

なお、市町に影響のある県施策の方針決定等に際しては、可能な限り市町と事前に協議を

行う。 

（県危機管理部・保健医療部） 

（後略） 

 

（２）所要の対応 

2-1.新型インフルエンザ等の発生の疑いを把握した場合の措置 

① 県は、国内外で新型インフルエンザ等の発生の疑いがあることを国が把握し、国から情報

提供を受けた場合は、状況に応じて、兵庫県危機管理基本指針に基づき、県連絡会議又は県

警戒本部を設置する。 

（県危機管理部・保健医療部） 

 

 

 

 

 

 

2-2. 新型インフルエンザ等の発生が確認された場合の措置 

① 新型インフルエンザ等の発生が確認され、政府対策本部が設置されるまでの間において、

状況に応じて、兵庫県危機管理基本指針に基づき、県警戒本部又は県対策本部を設置する。 

（県危機管理部・保健医療部） 

 

② 新型インフルエンザ等の発生が確認され、政府対策本部が設置された場合は、県は、直ち

に特措法第 22条第１項の規定に基づき、県対策本部を設置する。 

また、政府対策本部が設置されたときは、市町は、必要に応じて、対策本部を設置するこ

とを検討し、新型インフルエンザ等対策に係る措置の準備を進める。 

（県危機管理部・保健医療部、市町） 

 

③ 県は、国の基本的対処方針を基本としつつ、有識者の意見を聴いた上で、県の対処方針を

決定し、公表する。また、決定した対処方針に基づき、適切な対策を決定する。 

なお、市町に影響のある県の対処方針及び対策の決定に際しては、可能な限り市町と事前

に協議を行う。 

（県危機管理部・保健医療部） 

 

（後略） 

 

図表５ 対策本部等の設置基準 
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参考１ 

一重下線はパブリックコメント前の変更箇所 
二重下線はパブリックコメント後の変更箇所 


